譲渡所得課税
(Ａ)総合課税
対象
土地・建物・株式等以外の資産を売却した場合の譲渡所得。
ゴルフ会員権・書画・骨董品・自動車・事業用の車両,備品等の売却が対象。
譲渡所得　（Ｈ２４・０４・０１現在）
※売却日に於いて所有期間が5年以内の場合は短期譲渡・５年超は長期。
※自作の特許権・実用新案権・著作権・採掘権・工業所有権・育成者権等は
　の四つは所有期間にかかわらず長期譲渡となる。
　　長期譲渡益＝（譲渡収入―取得費―譲渡経費）
　　短期譲渡益＝（譲渡収入―取得費―譲渡経費）
　　譲渡所得の金額＝長期譲渡益＋短期譲渡益－特別控除（５０万円）
※50万円の特別控除は短期より控除し短期・長期の合計限度額です。
※短期は全額、長期は1/2が総合課税の対象となる。
。
(Ｂ)分離課税
対象
土地・建物等を売却した場合の譲渡所得。
①分離長期譲渡所得　
　※その年の1月1日において所有期間　5　年超 (措置法３1②)
長期譲渡所得＝（譲渡収入―取得費―譲渡経費―特別控除額）
　※取得費を証明出来ない場合は売却代金の5％を概算取得費とする。
　※固定資産税・都市計画税はその年の１月１日の所有者に課税されるので
　　買手から期間按分で収受した固定資産税は譲渡収入となる
　※建物の取得費は未償却残高とする。
　※譲渡費用には仲介手数料・登記費用・印紙代・測量費・取り壊し費用・解約違約金等
　　譲渡に直接必要と認められる費用。
　※譲渡収入の按分基準は土地（路線価）・建物（固定資産評価額）
　
税額
　　　　所得税　　15％　(優良住宅地への譲渡は10％)
　　　　地方税　　5％
②分離短期譲渡所得　)
　※その年の1月1日において所有期間　5年以下　(措置法３２①
　　短期譲渡所得＝（譲渡収入―取得費―譲渡経費－特別控除額）
税額
　　　　所得税　　30％　(国,地方公共団体への譲渡は15％)
　　　　地方税　　9％
【改正点】平成16年分以降の所得から土地・建物の譲渡所得から生じた損失をそれ以外の他の総合所得との損益通算および次期繰越が認められないこととなりました。
③居住用の家屋、土地等の譲渡益課税
居住用の3000万円特別控除は所有期間に関わらず適用されます。
※《その年の1月1日において１０年を超える土地建物等の譲渡。》については
軽減税率の適用があります。
· 譲渡損失は損失計算明細書を確定申告書に添付することにより3年間の繰越が
出来る。
 譲渡価額－取得費－譲渡費用－３、０００万円＝課税長期譲渡所得     

長期→譲渡の年の１月１日現在で所有期間が１０年を超える場合(措置法３5)
	課税長期譲渡所得    
	       所得税
	      住民税

	譲渡所得　-特別控除額
　　　　　（3000万円）
	6000万円以下の部分　10％  
 
	        4％

	
	6000万円超の部分　　15％
	5％

	④居住用財産の買替えの場合の長期譲渡所得
　要件1.１０年以上所有居住した住宅
　　　2.所有１０年超、３０年以上居住
※交換は相互に固定資産・交換譲渡直前の用途が同じ・交換の相手が1年以上所有で交換目的の取得でない事を要します。
※交換の差額がいづれか高い方の20％以内であること。
※交換譲渡資産の価額の20％以内の差額については20％課税。
※利益供与でなく第3者取引と同様であること。
⑤収用等による譲渡所得の税率  (措置法３3④)
譲渡価額－取得費－譲渡費用－５，０００万円＝課税長期(短期)譲渡所得     
※収用の譲渡は最初に買取の申し出を受けた日から6カ月以内の譲渡に限ります。

	⑥特別土地区画整理による譲渡所得の税率  (措置法３4②一)
譲渡価額－取得費－譲渡費用－２，０００万円＝課税長期(短期)譲渡所得     
＊土地・建物等以外の資産は総合課税


	⑦特定住宅地造成事業による譲渡所得の税率  (措置法３4の2①一)
譲渡価額－取得費－譲渡費用－1,500万円＝課税長期(短期)譲渡所得     



	⑧農地保有合理化等による譲渡所得の税率  (措置法３4の3①一)
譲渡価額－取得費－譲渡費用－８００万円＝課税長期(短期)譲渡所得     



	⑨優良住宅地等のための課税の特例  (措置法３1の2)
　　　　　　　　　　　　　　所得税率　　　　　住民税率
軽減税率　　2,000万円以下　　　10％　　　　　　　　4％
　　　　　　2,000万円超　　　　15％　　　　　　　　5％
· この軽減税率の適用は上記の特別控除との併用が可能です。
· ③の居住用の3,000万円特別控除を受けた場合は適用ありません。



譲渡所得計算に際してのﾁｪｯｸポイント
 
（１)土地建物等の譲渡
 
   建物等   →  建物、建物付属設備、構築物など
   譲渡には →  売買、交換、収用、代物弁済、財産分与、法人に対する現物出資
 
(２)長期・短期の区分基準
   長期    →   譲渡があった年の１月１日で所有期間が５年超の譲渡
   短期    →   譲渡があった年の１月１日で所有期間が５年以下の譲渡
 
(３)所有期間の判定
   所有期間の判定は、｢資産の取得日｣と｢資産の譲渡日｣を判定の基礎としています。
   「資産の取得日」
1 ①購入資産      → 引き渡し日または、売買契約の効力発生日
2 ②自己建設資産  → 建設完了日
3 ③請負建設資産  → 引き渡し日
4 ④相続資産      → 被相続人が取得した日
5 ⑤贈与資産      → 贈与者が取得した日
｢資産の譲渡日｣
1 ①引き渡し日または、売買契約効力発生日
2 ②売買代金の全額を受領した日
引き渡し日または、売買契約効力発生日は選択して適用できますが(資産の取得日は引き渡し日として譲渡日は契約効力発生日とすることは問題有りません)が、売買代金の全額を受領した日の後に資産譲渡日を決定することは、できません。
 
(４)譲渡所得金額の計算
   【課税譲渡所得の計算】
    ①  譲渡収入 － (取得費＋譲渡費用) ＝ 長期譲渡所得
2 　譲渡収入 － (取得費＋譲渡費用) ＝ 短期譲渡所得  
 
 (５)譲渡収入、取得費、譲渡費用の説明
    譲渡収入 → 資産の譲渡により確定した収入金額をいいます。
    取得費   → 資産の購入代金、購入手数料、設備費用、改良費(通常の修繕費を除く)立退き料等
    譲渡費用 → 登記費用、仲介手数料、運搬費、(引越し費用を除く)印紙代等の譲渡直接費用
                譲渡のための借家人立退き費用、家屋の取り壊し費用、契約解除違約金等の譲渡   資産価額増加の為の費用
1

